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株　主　各　位

北 海 道 札 幌 市 西 区 二 十 四 軒 二 条 三 丁 目 ２ 番 3 6 号
株 式 会 社 伸 和 ホ ー ル デ ィ ン グ ス

代表取締役社長 佐々木　稔　之

第17回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第17回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。

本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上のウェブサイトに掲載しておりますので、以下のウ
ェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

当社ウェブサイト　https://shinwa-holdings.co.jp/
（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ情報」「株主総会」「第17回定時株
主総会招集ご通知」を順に選択いただき、ご確認ください。）

また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所ウェブサイトにも掲載して
おりますので、以下よりご確認ください。

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

（上記の東京証券取引所ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「伸和ホールデ
ィングス」又は「コード」に当社証券コード「7118」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書
類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確
認ください。）

なお、当日ご出席されない場合は、書面（郵送）によって議決権を行使することができますので、
お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用
紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2023年６月28日（水曜日）午後５時までに到着するよう
ご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
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１．日 時 2023年６月29日（木曜日）午前11時
２．場 所 北海道札幌市西区二十四軒二条三丁目２番36号

伸和ビル３階　会議室
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第17期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業報告、連結計算書

類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第17期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件

４． 招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
(1)議決権行使書において、各議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったも
のとしてお取り扱いいたします。

(2)代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人とし
て株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となり
ますのでご了承ください。

記

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い
申しあげます。
◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前記インターネット上の当社ウェブサイト及び東京証
券取引所ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。
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(2022年４月 1 日から
2023年３月31日まで)
事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が長期化しつつ

も、感染拡大防止と社会経済活動の両立が図られ、経済活動の正常化が進み、企業活動及び個
人消費は持ち直しの動きが見られました。一方で、ウクライナ情勢の長期化や為替相場の急激
な変動の影響もあり、エネルギー価格や原材料価格の高騰、物価上昇等、依然として景気の先
行きは不透明な状況が続いております。

外食産業におきましては、新型コロナウイルス感染症の影響により市場規模の縮小が深刻化
しておりましたが、徐々に来店客数が増加し新型コロナウイルス感染症の流行前の来店客数を
上回っており、回復基調に転じております。

このような状況の中で当社グループが運営する飲食事業の店舗では、個人客の来店は増加し
つつも、団体客による大人数での宴会需要は回復途上にあり、回復度合いに応じた対策を講じ
ております。また、固定費の圧縮のための施策を継続的に講じるとともに、原材料価格の高騰
を踏まえた自社工場における製造の効率化等、収益性の改善に向けた取り組みを推し進めてま
いりました。併せて、コーポレートスローガンである「食を通じてあふれる感動」に基づき、
「飲食事業」及び「物販事業」の店舗展開を引き続き積極的に進めるとともに、「卸売事業」
の拡充にも注力してまいりました。

事業別の経営成績は、次のとおりであります。

＜飲食事業＞
飲食事業におきましては、「居酒屋」業態が２店舗退店し、当連結会計年度末における店舗

数は40店舗となりました。2022年後半から繁華街の店舗を中心に来店客数が増加し、営業成
績は堅調に推移したことにより、飲食事業における売上高は2,974,419千円（前連結会計年度
比74.7％増）、営業利益は312,006千円（前連結会計年度は営業損失73,798千円）となりま
した。
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事 業 区 分
第 16期

（2022年３月期）
第 17 期

（2023年３月期）
（当連結会計年度）

前連結会計年度比

金額（千円） 構 成 比 金額（千円） 構 成 比 金額（千円） 前年比率

飲 食 事 業 1,701,630 42.6％ 2,974,419 55.5％ 1,272,788 74.7％

物 販 事 業 1,842,220 46.1％ 1,993,821 37.2％ 151,601 8.2％

卸 売 事 業 450,140 11.3％ 391,425 7.3％ △58,715 △13.0％

合 計 3,993,991 100.0％ 5,359,665 100.0％ 1,365,674 34.1％

＜物販事業＞
物販事業におきましては、「惣菜販売」業態が新たに４店舗出店し、当連結会計年度末現在

の店舗数は52店舗となりました。新規出店の店舗及び既存店ともに来店客数は堅調に推移し
たが、原材料価格等の高騰による影響を受けたことにより、物販事業における売上高は
1,993,821千円（前連結会計年度比8.2％増）、営業利益は166,423千円（前連結会計年度比
28.5％減）となりました。

＜卸売事業＞
卸売事業におきましては、新規取引先の開拓が苦戦したことにより、売上高は391,425千

円（前連結会計年度比13.0％減）、営業損失は4,383千円（前連結会計年度は営業利益
25,084千円）となりました。

これらの結果、当連結会計年度の経営成績は、売上高5,359,665千円（前連結会計年度比
34.1％増）、営業利益53,877千円（前連結会計年度は営業損失330,731千円）、経常利益
273,725千円（前連結会計年度比64.9％増）、親会社株主に帰属する当期純利益137,124千
円（前連結会計年度比359.9％増）となりました。なお、特別損失といたしましては、減損損
失65,940千円等を計上しております。

事業別売上高
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② 設備投資の状況
当連結会計年度中に実施いたしました当社グループの設備投資の総額は255,938千円で、

店舗設備等に充当いたしました。

③ 資金調達の状況
該当事項はありません。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
該当事項はありません。
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区 分 第 14 期
(2020年３月期)

第 15 期
(2021年３月期)

第 16 期
(2022年３月期)

第 17 期
(当連結会計年度)
(2023年３月期)

売 上 高 (千円) 5,882,278 4,046,933 3,993,991 5,359,665

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （ △ ） (千円) 184,452 △135,154 165,899 273,725

親 会 社 株 主 に 帰 属
する当期純利益又は
当 期 純 損 失 （ △ ）

(千円) 30,111 △172,259 29,813 137,124

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△） (円) 23.16 △132.50 22.93 105.48

総 資 産 (千円) 1,776,066 3,321,771 3,674,267 3,053,885

純 資 産 (千円) 437,056 271,657 294,879 432,004

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 336.19 208.96 226.83 332.31

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況
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会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容 （ 注 ） １

株式会社エイチビーフーズ（注）２ 10,000千円 100.0％ 飲食事業

(3) 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況
　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

（注）１. 「主要な事業内容」欄には、報告セグメント情報の名称を記載しております。
２. 特定子会社に該当しております。

(4) 対処すべき課題
当社グループは、今後３年間で、飲食事業及び物販事業の主軸である「炭火居酒屋　炎」及び

「美唄焼鳥・惣菜　炎」を年間6～8店舗程度の新規出店することにより、北海道内におけるド
ミナント出店の加速及び、東北エリアへの出店の拡大を図ります。また、AI技術及びDXの活用
を進めてまいります。

①既存店の売上維持向上
外食産業は、個人消費の動向に影響を受けやすく、また、参入が比較的容易であることか
ら、企業間競争が激化する傾向にあります。その中で当社グループは、オリジナル商品の「生
つくね」等の北海道食材や丁寧な接客サービスにこだわり、他社と差別化することで店舗収益
を確保しております。今後も商品・サービス・クレンリネスを向上させていくことにより、店
舗収益力の維持・向上を図っていく方針であります。

②新規出店による事業規模拡大
当社グループは、「炭火居酒屋　炎」及び「美唄焼鳥・惣菜　炎」を主に北海道内において

展開しております。今後さらなる収益及びシェアを拡大させるためには、幅広い年齢層のお客
様に認知して頂くため、新規出店を継続し、出店エリアの拡大を図っております。そのため
に、物件情報の取得及び物件開発の人員確保等、社内体制の強化に取り組んでまいります。
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③安全性の確保
外食産業においては、食品の安全性確保が極めて重要となっております。当社グループは、
これに対応するため、常日頃より生産者及び取引業者と綿密に意見交換をすること、安全証明
や検査結果等の提出を必要に応じて求めることによって、安全性の確保を徹底してまいりま
す。
また、飲食事業及び物販事業のすべての店舗において、所轄保健所から営業許可証を取得
し、食品衛生責任者を配置しております。セントラルキッチン（自社工場）においては、食品
衛生法に定める施設基準に適合し、「食肉処理業」及び「そうざい製造業」の許可を取得して
おります。各店舗及びセントラルキッチン（自社工場）の衛生管理については、今後も社内ル
ールに沿って、定期的な衛生チェックと改善指導等を実施してまいります。

④人材の確保と育成
当社グループが安定的な成長を確保し、経営理念を実現するためには、人材の確保と継続的

な人材の育成が必要不可欠であると考えております。今後も当社グループの経営理念を理解
し、賛同した人材の採用・定着を重要課題とし、新規学卒者、中途採用による従業員の確保及
びパート・アルバイトの採用に積極的に取り組んでまいります。
人材育成に関しましては、今後も働きながら学べる環境整備をテーマに、パート・アルバイ
トを含めた各役職・階層に応じた社内研修プログラムや、理念浸透や各店舗の成果発表を目的
としたイベントの充実、外部研修機関による講習活用により、サービス力の向上及び運営力強
化を図ってまいります。
また、インセンティブ制度の見直しや労働環境の整備等、各種イベントによる人材交流等の

取り組みにより、モチベーション向上や離職率低下を図り、人材の確保と育成を強化してまい
ります。

⑤経営管理体制の強化
当社グループでは、企業価値を高め、株主の皆様をはじめとするステークホルダーに信頼さ
れ、支持される企業になるために、コーポレート・ガバナンス体制の充実が不可欠と考えてお
ります。そのため、更なる企業規模拡大の基盤となる経営管理体制を充実すべく、意思決定の
明確化、組織体制の最適化、内部監査体制の充実をし、体制を強化してまいります。
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⑥新型コロナウイルス等の感染症対策
新型コロナウイルス等の感染症の拡大により、今後も、店舗の営業自粛や営業時間の短縮等
を余儀なくされる可能性はあります。
当社グループとしては、今後も、「炭火居酒屋　炎」及び「美唄焼鳥・惣菜　炎」における

テイクアウトやデリバリーを主体とした中食需要に対する営業強化等を継続してまいります。

事 業 区 分 事 業 内 容

飲 食 事 業
飲食事業は、居酒屋業態の「炭火居酒屋　炎」、焼肉専門業態の「ホルモン
一頭買い　牛乃家」、バル業態の「洋食バル　函館五島軒」、「生ソーセー
ジバル　レッカー」、フードコート業態の「ヒンナヒンナキッチン　炎」の
５ブランドを直営方式にて店舗展開しております。

物 販 事 業
物販事業は、惣菜販売業態の「美唄焼鳥・惣菜　炎」、お持ち帰りとイート
インの併合業態の「カレーハウス　レッツゴーカレー」の２ブランドを直営
方式にて店舗展開しております。

卸 売 事 業
卸売事業は、冷凍加工食品の企画・製造・卸売販売を行っております。商品
の特徴としては、大手食品メーカーと共同開発を行い、メーカーの代表的な
商品にアレンジを加えたオリジナル商品を販売しております。

(5) 主要な事業内容（2023年３月31日現在）

本 社 北海道札幌市西区二十四軒二条三丁目２番36号

工 場 札幌工場　：北海道札幌市西区二十四軒二条三丁目２番36号

工 場 岩見沢工場：北海道岩見沢市大和三条七丁目26番地

株式会社エイチビーフーズ 本社：北海道岩見沢市大和三条六丁目38番地

(6) 主要な営業所及び工場（2023年３月31日現在）
① 当社

② 子会社
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事 業 区 分 の 名 称 使  用  人  数（名） 前連結会計年度末比増減（名）

飲 食 事 業 41 (820) 5 115

物 販 事 業 28 (440) 10 56

卸 売 事 業 2 (0) 0 0

そ の 他 8 (55) 1 △9

本 社 23 (1) △3 △1

合 計 102 (1,316) 13 161

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

102（1,316）名 13名増（161名増） 38.4歳 5.7年

(7) 使用人の状況（2023年３月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

（注）１. 従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（パート・アルバイト）は、最近１年間の平均雇用人員
を（　）内に外数で記載しております。

２. その他として記載されている従業員数は、飲食事業、物販事業に係る工場に所属する人員、また、全
社（共通）として記載されている従業員数は、本社に所属している人員の数であります。

② 当社の使用人の状況

（注）従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（パート・アルバイト）は、最近１年間の平均雇用人員を（　
）内に外数で記載しております。
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借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 600,000千円

株 式 会 社 北 洋 銀 行 335,171千円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 310,000千円

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 300,000千円

株 式 会 社 北 陸 銀 行 100,000千円

株 式 会 社 北 海 道 銀 行 68,325千円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 66,680千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 45,260千円

株 式 会 社 青 森 銀 行 45,022千円

株 式 会 社 み ち の く 銀 行 43,316千円

(8) 主要な借入先の状況（2023年３月31日現在）

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項
　当社は、2023年1月26日付で東京証券取引所TOKYO PRO Marketへ新規上場いたしまし
た。
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① 発行可能株式総数 5,200,000株
② 発行済株式の総数 1,300,000株
③ 株主数 ４名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 Ｓ Ｔ Ｔ 599,900株 46.15％

佐 々 木 稔 之 350,000株 26.92％

佐 々 木 智 範 350,000株 26.92％

合 同 会 社 S o f f i c e 100株 0.01％

２. 会社の現況
(1) 株式の状況（2023年３月31日現在）

④ 大株主
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第 ３ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2022年３月29日

新 株 予 約 権 の 数 24,400個　
新株予約権の目的となる株式の種類と数 普通株式 24,400株

（新株予約権１個につき 1株）　
新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 150円

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 新株予約権１個当たり 150円
（１株当たり 150円）　

権 利 行 使 期 間 2024年３月30日から
2032年３月29日まで

行 使 の 条 件 （注）１

役 員 の 保 有 状 況

取 締 役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 17,300個
目的となる株式数 17,300株
保有者数 3名　

社 外 取 締 役
新株予約権の数 3,500個
目的となる株式数 3,500株
保有者数 2名　

監 査 役
新株予約権の数 3,600個
目的となる株式数 3,600株
保有者数 4名　

(2) 新株予約権等の状況
① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予

約権の状況

（注）１. 権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役、監査役、従業員の地位を有していること。
当社の普通株式が、いずれかの金融商品取引所に上場されていること。

２. 行使期間については、記載の権利行使期間のうち、付与決議日以後２年を経過した日から付与決議の
日後10年を経過する日までの期間内に行わなければならないものとする。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。
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会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 佐 々 木 　 稔 　 之 株式会社エスティコーポレーション代表取締役
株式会社ＳＴＴ代表取締役社長

取 締 役 副 社 長 佐 々 木 　 智 　 範
株式会社エイチビーフーズ代表取締役
株式会社エストラスト代表取締役
株式会社ＳＴＴ取締役

取 締 役 中 山 洋 輔 営業本部長

取 締 役 唐 川 光 広 商事部部長

取 締 役 大 野 　 誠 管理本部長

取 締 役 杉 下 清 次 税理士法人中央会計事務所代表社員
はまなす公認会計士共同事務所代表

取 締 役 天 間 幸 生 株式会社ＲＣＧ代表取締役
株式会社アグプロテック取締役

常 勤 監 査 役 岡 　 村 　 ふ じ 子 ―

常 勤 監 査 役 野 宮 　 憲 ―

監 査 役 赤 　 渕 　 由 紀 彦 弁護士法人赤渕・秋山法律事務所代表

監 査 役 名 倉 一 誠 名倉一誠法律事務所代表
株式会社ＣＥホールディングス社外取締役

(3) 会社役員の状況
① 取締役及び監査役の状況（2023年３月31日現在）

（注）１. 取締役杉下清次及び天間幸生は、社外取締役であります。
２. 監査役野宮憲、赤渕由紀彦及び名倉一誠は、社外監査役であります。
３. 常勤監査役岡村ふじ子及び野宮憲は、以下のとおり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有して

おります。
・常勤監査役岡村ふじ子は、過去に当社の工場管理部門において、長年にわたり業務に携わっておりま

した。
・常勤監査役野宮憲は、過去に上場会社の子会社の管理部門において、長年にわたり業務に携わってお

りました。
４. 当社と各社外取締役及び各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項

の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。
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② 取締役及び監査役の報酬等の額
１）役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は、取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議してお
ります。なお、当該取締役会には、社外取締役、社外監査役の全員が出席し意見及び助言等
を受けております。
　また、当社の取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別報酬等について、報酬等の内
容の決定方針及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合している
ことを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。
　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は、次のとおりであります。
・基本方針

　当社の取締役の報酬は各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。
・基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期ま

たは条件の決定に関する方針を含む。）
　取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、当社の業績、役位、職責、在任年数、貢献
度及び従業員給与の水準を考慮しながら、総合的に勘案して決定するものとする。

・取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
　個人別の報酬額は、取締役会決議に基づき代表取締役社長がその具体的内容について委
任を受けるものとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額及び各取締役の担当事
業、管掌部門の業績を踏まえた賞与の評価配分とする。当該権限については、代表取締役
社長によって適切に行使されるよう、社外取締役の助言に従って決定する。
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区 分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対 象 と な る
役 員 の 員 数基 本 報 酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

150,600
（6,000）

150,600
（6,000）

－
（－）

－
（－）

5名
（2名）

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

8,400
（4,800）

8,400
（4,800）

－
（－）

－
（－）

4名
（3名）

合 計
（う ち 社 外 役 員）

159,000
（10,800）

159,000
（10,800）

－
（－）

－
（－）

9名
（5名）

２）当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。なお、取締役の
員数は７名ですが、無支給者が２名いるため支給員数と相違しております。

２. 取締役の報酬限度額は、2016年６月28日開催の定時株主総会で年額300,000千円以内（ただし、使
用人分給与は含まない。）と決議いただいております。なお、当該株主総会終結時点の取締役の員数
は、３名であります。

３. 監査役の報酬限度額は、2016年６月28日開催の定時株主総会で年額12,000千円以内と決議いただ
いております。なお、当該株主総会終結時点の監査役の員数は、１名であります。

③ 社外役員に関する事項
・社外取締役杉下清次は、税理士法人中央会計事務所の代表社員及びはまなす公認会計士共同

事務所の代表を兼職しておりますが、当該法人と当社との間には特別な関係はありません。
・社外取締役天間幸生は、株式会社ＲＣＧの代表取締役及び株式会社アグプロテックの取締役

を兼職しておりますが、当該法人と当社との間には特別な関係はありません。
・社外監査役野宮憲は、重要な兼職はありません。
・社外監査役赤渕由紀彦は、弁護士法人赤渕・秋山法律事務所の代表を兼職しておりますが、

当該法人と当社との間には特別な関係はありません。
・社外監査役名倉一誠は、名倉一誠法律事務所の代表及び株式会社ＣＥホールディングス社外

取締役を兼職しておりますが、当該法人と当社との間には特別な関係はありません。
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出 席 状 況 、 発 言 状 況 及 び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役 杉 下 清 次
当事業年度に開催された取締役会16回のうち16回に出席いたしま
した。出席した取締役会において、公認会計士としての専門的見地
から、適宜発言を行っております。

社外取締役 天 間 幸 生

当事業年度に開催された取締役会16回のうち16回に出席いたしま
した。出席した取締役会において、会社経営者としての豊富な経験
と幅広い見識に基づき、経営全般の観点から、適宜発言を行ってお
ります。

社外監査役 野 宮 　 憲

当事業年度に開催された取締役会16回のうち16回、監査役会16回
のうち16回に出席いたしました。出席した取締役会において、幅
広い業務経験と高い見識から必要に応じて取締役会の意思決定の妥
当性・適正性の観点から適宜発言を行っております。また、監査役
会において、当社のコーポレートガバナンスやコンプライアンス体
制の運用状況の適正性等について、適宜、発言を行っております。

社外監査役 赤 　 渕 　 由 紀 彦

当事業年度に開催された取締役会16回のうち16回、監査役会16回
のうち16回に出席いたしました。出席した取締役会において、弁
護士としての専門的見地から取締役会の意思決定の妥当性・適正性
の観点から適宜発言を行っております。また、監査役会において、
当社のコーポレートガバナンスやコンプライアンス体制の運用状況
の適正性等について、適宜発言を行っております。

社外監査役 名 倉 一 誠

当事業年度に開催された取締役会16回のうち16回、監査役会16回
のうち16回に出席いたしました。出席した取締役会において、弁
護士としての専門的見地から取締役会の意思決定の妥当性・適正性
の観点から適宜発言を行っております。また、監査役会において、
当社のコーポレートガバナンスやコンプライアンス体制の運用状況
の適正性等について、適宜発言を行っております。

④ 当事業年度における主な活動状況
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 20,000千円

(4) 会計監査人の状況
① 名称 有限責任監査法人トーマツ

② 報酬等の額

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と特定上場有価証券に関する有価
証券上場規程の特例に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できな
いため、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額には、これらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が
適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等について、同意の判断
をいたしました。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合

は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合

は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定し
た監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理
由を報告いたします。
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３. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の
適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
(1) 会社の取締役、監査役、従業員その他会社の業務に従事する者（非正規従業員を含む。以

下「役職員」という。）はコンプライアンスの確立が経営の根幹であることを深く自覚
し、コンプライアンスに関する諸規程を誠実に遵守する。

(2) 「取締役会規程」をはじめとする社内諸規程を制定し、法令及び定款に定められた事項並
びに経営の基本方針等重要な業務に関する事項の決議を行うと共に、取締役から業務執行
に関し報告を受ける。

(3) 役職員の職務執行の適正性を確保するため、社長直轄の内部監査室を設置し、「内部監査
規程」に基づき内部監査を実施する。また、内部監査室は必要に応じて会計監査人と情報
交換し、効率的な内部監査を実施する。

(4) 社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対して、毅然とした態度で臨
み、一切の関係を持つことのない体制を整えると共に、不当要求があった場合は、管理本
部を対応窓口として警察、顧問弁護士等と連携を密にし、組織的に対応する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
(1) 取締役は、株主総会議事録、取締役会議事録等の法定文書のほか重要な職務執行に係る情

報が記載された文書（電磁的記録を含む。以下同じ。）を関連資料と共に、文書管理規程
その他の社内規程の定めるところに従い適切に保存し管理する。

(2) 取締役及び監査役は、いつでも前号の情報を閲覧することができる。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(1) 会社及び会社の子会社（以下、「会社グループ」という。）は、店舗でのあらゆる緊急事

態に備える目的で、個々の責任部署が対応し、必要に応じて取締役会において状況の確認
及び必要な措置を検討する。また、取締役会がリスク管理体制を構築する責任と権限を有
し、当社グループ内におけるあらゆるリスクとその対策、組織体制、責任、権限などを規
定した関連社内規程を定めて、多様なリスクを可能な限り未然に防止し、危機発生時には
企業価値の毀損を極小化するための体制を整備する。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(1) 当社においては、定例取締役会を毎月１回以上開催するほか、機動的に意思決定を行うた

め、臨時取締役会を開催するものとし、適切な職務執行が行える体制を確保する。
(2) 当社取締役会は、毎事業年度末までに翌事業年度の経営目標を決定し、目標達成に向けた
経営計画を策定の上、毎月開催される取締役会において進捗状況を確認する。

(3) 当社取締役会において当社グループの取締役の業務執行範囲を定めるとともに、当社グル
ープの「業務分掌規程」及び「職務権限規程（別表）」に基づいた権限委譲を各役職員に
行い、効率的な業務執行を実現する。

⑤ 当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
(1) 子会社内の各組織を含めた指揮命令系統及び権限並びに報告義務を設定し、当社及び子会

社全体を網羅的・統括的に管理する。
(2) 子会社を管理する部署を配置し、「関係会社管理規程」に基づいて子会社を管理する。
(3) 子会社を当社の内部監査室による定期的な監査の対象とし、内部監査室は当社及び子会社

の内部統制状況を把握・評価する。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項及び使用人の取引先からの独立性に関する事項並びに当該使用人に対する指示の実効性
の確保に関する事項

(1) 監査役より、その職務を補助すべき使用人の配置の求めがあった場合には、監査役と協議
の上、人選を行う。

(2) 当該使用人の人事については、常勤監査役と事前に協議を行い、同意を得た上で決定す
る。

(3) 監査役を補助する使用人に対する指揮命令権限は、その監査業務を補助する範囲内におい
て監査役もしくは監査役会に帰属するものとし、取締役及び使用人は、監査役の補助使用
人に対して指揮命令権限を有しない。
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⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制並びに
報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いをうけないことを確保するた
めの体制
(1) 監査役は、監査役会が定める監査計画及び職務の分担に従い取締役会のほか重要な会議に

出席し、取締役等からその職務の執行状況を聴取し、関係資料を閲覧することができる。
(2) 取締役及び使用人は、監査役の要求に応じて自己の職務執行の状況を報告する。
(3) 取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼす事実が発生又は発生する虞があるとき、

役職員による違法又は不正な行為を発見したとき、その他監査役会に報告すべきものと定
めた事項が生じたときは、監査役にその都度直ちに報告する。

(4) 通報者に不利益が及ばない内部通報窓口への通報状況とその処理の状況を定期的に監査役
に報告する。

(5) 内部通報窓口への通報内容が監査役の職務の執行に必要な範囲に係る場合及び通報者が監
査役への通報を希望する場合は速やかに監査役に通知する。

⑧ 監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項は以下とす
る。
(1) 取締役は、監査役がその職務の執行について生じた費用の請求をした場合には、監査の実

効性を担保するべく適切に対応する。

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
(1) 監査役は、内部監査室と定期的に会合を持ち、内部監査結果及び助言・勧告事項等につい

て協議及び意見交換する等、密接な情報交換及び連携をはかる。
(2) 監査役は、会計監査人とも意見交換を行い、連携且つ相互に牽制をはかる。
(3) 監査役は、監査の実施にあたり必要と認めるときは、弁護士、公認会計士、コンサルタン

トその他の外部専門家を独自に起用することができる。
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当期における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　業務の適正を確保するための体制に関して、当事業年度における主な運用状況は以下のとおり
であります。

① 取締役の職務執行
　「取締役会規程」に基づき、原則月１回の取締役会を開催し、法令又は定款に定められた事
項及び経営上の重要な事項の決議を行っております。なお、当事業年度においては、取締役会
を16回開催しております。

② 監査役の職務執行
　社外監査役を含む監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を実施するとと
もに、取締役会への出席や代表取締役、会計監査人並びに内部監査室との間で定期的に情報交
換等を行うことで、取締役の職務執行の監査、内部統制の整備並びに運用状況を確認しており
ます。なお、当事業年度においては、監査役会を16回開催しております。

③ 内部監査の実施
　内部監査計画に基づき、当社の内部監査を実施しております。

④ 会社グループにおける業務の適正の確保に対する取組み
　当社の監査役及び内部監査室は、子会社の管理状況及び業務活動について監査を実施してお
ります。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（資　  産　  の　  部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建物及び構築物（純額）
機械装置及び運搬具（純額）
工具、器具及び備品（純額）
土 地
リ ー ス 資 産 （ 純 額 ）
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
敷 金 及 び 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他　

2,314,414
1,745,890
253,043
220,321
39,263
57,396
△1,500

739,471
476,170
129,128
158,887
54,052
91,479
35,755
6,867

－

263,300
0

172,405
75,968
14,926　

（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 950,845

買 掛 金 220,561
短 期 借 入 金 100,000
１年内返済予定の長期借入金 256,853
リ ー ス 債 務 11,313
未 払 金 203,327
未 払 費 用 45,034
未 払 法 人 税 等 21,957
賞 与 引 当 金 2,611
店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 183
資 産 除 去 債 務 534
そ の 他 88,468

固 定 負 債 1,671,036
長 期 借 入 金 1,556,921
リ ー ス 債 務 28,023
資 産 除 去 債 務 85,091
そ の 他 1,000

負 債 合 計 2,621,881
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 432,004
資 本 金 13,000
利 益 剰 余 金 419,004

純 資 産 合 計 432,004
資 産 合 計 3,053,885 負 債 純 資 産 合 計 3,053,885

連 結 貸 借 対 照 表
（2023年３月31日現在）

（単位：千円）
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(2022年４月 1 日から
2023年３月31日まで)

科 目 金 額
売 上 高 5,359,665
売 上 原 価 2,196,640
売 上 総 利 益 3,163,024
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,109,146
営 業 利 益 53,877
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 45
受 取 保 険 金 10,734
協 賛 金 収 入 13,004
受 取 賃 貸 料 3,649
補 助 金 収 入 220,794
そ の 他 2,475 250,704

営 業 外 費 用
支 払 利 息 12,837
不 動 産 賃 貸 原 価 981
現 金 過 不 足 5,398
賃 貸 借 契 約 解 約 損 8,848
そ の 他 2,791 30,856

経 常 利 益 273,725
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 32
投 資 有 価 証 券 売 却 益 4 37

特 別 損 失
減 損 損 失 65,940
投 資 有 価 証 券 評 価 損 796
店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 繰 入 額 183 66,919

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 206,842
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 21,961
法 人 税 等 調 整 額 47,756 69,717
当 期 純 利 益 137,124
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 －
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 137,124

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）
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(2022年４月 1 日から
2023年３月31日まで)

株 主 資 本
純 資 産 合 計

資 本 金 利 益 剰 余 金 株主資本合計

当 期 首 残 高 13,000 281,879 294,879 294,879

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属する当期純利益 137,124 137,124 137,124

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） －

当 期 変 動 額 合 計 － 137,124 137,124 137,124

当 期 末 残 高 13,000 419,004 432,004 432,004

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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連結注記表

１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の数　１社
連結子会社の名称

株式会社エイチビーフーズ
②　主要な非連結子会社の名称等

非連結子会社
該当事項はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項
①　持分法適用の関連会社数

該当事項はありません。
②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

該当事項はありません。
(3) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法
（イ）有価証券

その他有価証券
市場価格のないもの
　移動平均法による原価法を採用しております。

（ロ）棚卸資産
主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）によっております。
②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
（イ）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並
びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま
す。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 ４～39年
機械装置及び運搬具 ２～15年
工具、器具及び備品 ２～10年
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（ロ）無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。
（ハ）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準
（イ）貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、当社及び連結子会社は一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して
おります。

（ロ）賞与引当金
当社及び連結子会社は従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会計年

度負担額を計上しております。
（ハ）店舗閉鎖損失引当金

店舗の閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、合理的に見込まれる閉店関連損失見込額を計上してお
ります。

④　重要な収益及び費用の計上基準
当社グループにおける主な顧客との契約から生じる飲食、物販事業の収益については、一般の消費者

が顧客として店舗に来店またはテイクアウトの注文をし、顧客に対して料理または商品を提供した時に
履行義務が充足されると判断し、提供時に収益を認識しております。

また、卸売事業（総額、純額）及びロイヤリティ事業の収益については、顧客に対する商品の納品時
に履行義務が充足されると判断し、納品時に収益を認識しております。

なお、当社グループの取引に関する支払条件は、通常短期のうちに支払期日が到来し、契約に重要な
金融要素は含まれておりません。

⑤　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
該当事項はありません。
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有形固定資産 476,170千円
繰延税金資産 75,968千円

建物 35,619千円
土地 26,388千円

計 62,008千円

１年内返済予定の長期借入金 5,328千円
長期借入金 17,840千円

計 23,168千円
(2) 有形固定資産の減価償却累計額 774,637千円

２. 会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

３. 会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年

度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

当社グループは、当連結会計年度においても新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大の影響を受けて
おりました。その影響は、当連結会計年度以降も少なからず残るものと考えており、その後徐々に回復に転じ
るものと仮定して、有形固定資産の減損処理、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行っておりま
す。

有形固定資産は、新型コロナウイルス感染症の影響から徐々に脱しつつある市場環境を考慮した事業計画に
基づき、減損認識の要否を判断しております。また、繰延税金資産の認識は、新型コロナウイルス感染症の影
響から徐々に脱しつつある市場環境を考慮した事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積も
っております。

これらの見積りは、将来の不確実な経済条件の変動、新型コロナウイルス感染症の影響からの市場環境の回
復度合いによって、これらの見積りと実際に発生した状況が異なる場合、翌連結会計年度の連結貸借対照表及
び連結損益計算書において、有形固定資産の減損処理、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があ
ります。

４. 連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

担保付債務は、次のとおりであります。
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場 所 用 途 種 類 減損損失（千円）

北 海 道 店 舗 建 物 附 属 設 備 35,645

北 海 道 遊 休 資 産 建 物 附 属 設 備 12,931

北 海 道 遊 休 資 産 工 具 器 具 備 品 等 1,522

東 京 都 店 舗 建 物 附 属 設 備 760

青 森 県 店 舗 建 物 附 属 設 備 15,080

普通株式 1,300,000株

５. 連結損益計算書に関する注記
(1) 減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、主として店舗を基本単位としてグルー
ピングを行い、遊休資産等については、個別資産ごとにグルーピングを行っております。その結果、営業活
動から生じる損益が継続してマイナスである資産グループについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、
当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

減損損失の内訳は、建物附属設備64,417円、工具器具備品1,522千円であります。
なお、回収可能価額は、使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローがマイナスである

ため、ゼロとして評価しております。

６. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

(2) 剰余金の配当に関する事項
　該当事項はありません。

(3) 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式
の種類及び数

　該当事項はありません。
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７. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については元本の保証された短期的な預金に限定し、資金調達については銀

行等金融機関からの借入により行っております。
②　金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、信用度の高
い相手先に集約することにより、リスクの低減を行っております。

敷金及び保証金は、主に店舗の賃借に係るものであり、賃貸人の信用リスクに晒されております。当該
リスクに関しては、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、財務状況等の悪化等による回収懸念
の早期把握や軽減を図っております。

営業債務である買掛金・未払金は全て１年以内の支払期日であります。
借入金は主に設備投資に必要な資金調達を目的としたものであり、返済又は償還日は原則として５年以

内であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、市場の金利動向に留意しな
がら資金調達をしております。

③　金融商品に係るリスク管理体制
（イ）信用リスクの管理

預金に係る信用リスクについては、格付の高い金融機関に限定して取引を行っております。また、営業
債権に係る信用リスクに関しては、決済までのサイトを短期間に設定するとともに、当社グループの与信
管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を都度行っております。

（ロ）流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）
当社グループは、適時資金状況を確認し、手元流動性を高く維持することで流動性リスクに対処してお

ります。
（ハ）市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

借入金については、支払金利の変動を定期的にモニタリングし、金利変動リスクの早期把握を図ってお
ります。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価等には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用する
ことにより、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額
（千円）

時 価
（千円）

差 額
（千円）

(1) 敷金及び保証金（※２） 173,905 173,686 △219

資 産 計 173,905 173,686 △219

(2) 長 期 借 入 金 （※３） 1,813,774 1,816,902 3,128

負 債 計 1,813,774 1,816,902 3,128

区 分 当連結会計年度（千円）

非上場株式 0

(2) 金融商品の時価等に関する事項
2023年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。

（※１）現金及び預金、売掛金、買掛金、短期借入金、未払金については、現金であること、及び短期間で決済
されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（※２）敷金及び保証金には、１年内回収予定の敷金及び保証金も含めております。
（※３）長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金も含めております。
（※４）市場価格のない株式等の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。
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区 分
時 価

レ ベ ル １ レ ベ ル ２ レ ベ ル ３ 合 計

敷 金 及 び 保 証 金 － 173,905 － 173,905

長 期 借 入 金 － 1,813,774 － 1,813,774

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

該当事項はありません。
②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
敷金及び保証金

これらの時価は、想定した賃貸借契約期間に基づき、決算日現在の国債利率で割り引いた現在価値に
より算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割

引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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売 上 高

飲 食 、 物 販 事 業 4,968,240

卸 売 事 業 （ 総 額 ） 380,068

卸 売 事 業 （ 純 額 ） 9,333

ロ イ ヤ リ テ ィ 事 業 2,023

顧 客 と の 契 約 か ら 生 じ る 収 益 5,359,665

そ の 他 の 収 益 －

外 部 顧 客 へ の 売 上 高 5,359,665

(1) １株当たり純資産額 332円31銭
(2) １株当たり当期純利益 105円48銭

８. 収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
１.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等(3)「会計方針に関する事項」の

「重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

９. １株当たり情報に関する注記

10. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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期首残高 83,614千円
有形固定資産の取得に伴う増加額 2,192千円
時の経過による調整額 79千円
資産除去債務の履行による減少額 △259千円
期末残高 85,626千円

11. 資産除去債務に関する注記
資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要
営業店舗用建物等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間を取得から主に15年と見積り、割引率は使用見込期間に対する国債の利回りとし、資産除

去債務の金額を計算しております。
(3) 当該資産除去債務の総額の増減
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科 目 金 額 科 目 金 額
（資　  産　  の　  部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 （ 純 額 ）
機械及び装置（純額）
車 両 運 搬 具 （ 純 額 ）
工具、器具及び備品（純額）
土 地
リ ー ス 資 産 （ 純 額 ）
建 設 仮 勘 定
そ の 他 （ 純 額 ）

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
敷 金 及 び 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他　

2,229,703
1,659,157
252,644
221,110
39,263
32,205
26,821
△1,500

740,665
476,170
127,877
158,746

140
54,052
91,479
35,755
6,867
1,251

－
264,494

0
1,474

172,405
75,698
14,916　

（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 955,335
買 掛 金 205,497
短 期 借 入 金 100,000
１年内返済予定の長期借入金 252,980
リ ー ス 債 務 11,313
未 払 金 203,324
未 払 費 用 45,031
未 払 法 人 税 等 21,877
未 払 消 費 税 等 77,750
前 受 収 益 1,006
預 り 金 7,484
賞 与 引 当 金 2,611
店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 183
資 産 除 去 債 務 534
そ の 他 25,740

固 定 負 債 1,587,726
長 期 借 入 金 1,473,611
リ ー ス 債 務 28,023
資 産 除 去 債 務 85,091
そ の 他 1,000

負 債 合 計 2,543,061
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 427,307
資 本 金 13,000
利 益 剰 余 金 414,307
そ の 他 利 益 剰 余 金 414,307
固定資産圧縮積立金 41,102
繰 越 利 益 剰 余 金 373,204

純 資 産 合 計 427,307
資 産 合 計 2,970,369 負 債 純 資 産 合 計 2,970,369

貸　借　対　照　表
（2023年３月31日現在）

（単位：千円）
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(2022年４月 1 日から
2023年３月31日まで)

科 目 金 額
売 上 高 5,355,997
売 上 原 価 2,203,326
売 上 総 利 益 3,152,671
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,108,155
営 業 利 益 44,515
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 44
受 取 保 険 金 10,734
経 営 指 導 料 13,056
協 賛 金 収 入 13,004
受 取 賃 貸 料 3,649
補 助 金 収 入 219,194
そ の 他 2,475 262,159

営 業 外 費 用
支 払 利 息 12,814
不 動 産 賃 貸 原 価 981
現 金 過 不 足 5,398
賃 貸 借 契 約 解 約 損 8,848
そ の 他 2,791 30,833

経 常 利 益 275,841
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 32
投 資 有 価 証 券 売 却 益 4 37

特 別 損 失
減 損 損 失 65,940
投 資 有 価 証 券 評 価 損 796
店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 繰 入 額 183 66,919

税 引 前 当 期 純 利 益 208,958
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 21,881
法 人 税 等 調 整 額 47,832 69,714
当 期 純 利 益 139,244

損　益　計　算　書

（単位：千円）
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(2022年４月 1 日から
2023年３月31日まで)

株 主 資 本

資 本 金

利 益 剰 余 金

株主資本合計 純 資 産 合 計そ の 他 利 益 剰 余 金 利益剰余金合
計特別償却準備

金
固定資産圧縮積
立 金

繰越利益剰余
金

当 期 首 残 高 13,000 95 10,406 264,560 275,063 288,063 288,063

当 期 変 動 額

特 別 償 却 準 備 金 の 取 崩 △95 95 － － －

固定資産圧縮積立金の積立 39,468 △39,468 － － －

固定資産圧縮積立金の取崩 △8,771 8,771 － － －

当 期 純 利 益 139,244 139,244 139,244 139,244

当 期 変 動 額 合 計 － △95 30,696 108,644 139,244 139,244 139,244

当 期 末 残 高 13,000 － 41,102 373,204 414,307 427,307 427,307

株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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個別注記表

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

②　その他有価証券
市場価格のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。
(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定）を採用しております。

(3) 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び
に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ４～39年
機械及び装置 ７～15年
車両運搬具 ２～ ６年
工具、器具及び備品 ２～10年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
(4) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

該当事項はありません。
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有形固定資産 476,170千円
繰延税金資産 75,698千円

(5) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、当社は一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当期負担額を計上しております。

③　店舗閉鎖損失引当金
店舗の閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、合理的に見込まれる閉店関連損失見込額を計上しており

ます。
(6) 収益及び費用の計上基準

当社における主な顧客との契約から生じる飲食、物販事業の収益については、一般の消費者が顧客とし
て店舗に来店またはテイクアウトの注文をし、顧客に対して料理または商品を提供した時に履行義務が充
足されると判断し、提供時に収益を認識しております。 また、卸売事業（総額、純額）及びロイヤリテ
ィ事業の収益については、顧客に対する商品の納品時に履行義務が充足されると判断し、納品時に収益を
認識しております。 なお、当社の取引に関する支払条件は、通常短期のうちに支払期日が到来し、契約
に重要な金融要素は含まれておりません。

２. 会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

３. 会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算

書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

「識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」は、連結注記表の「３.会計上の見積り
に関する注記」に記載した内容と同一であります。
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建物 35,619千円
土地 26,388千円

計 62,008千円

１年内返済予定の長期借入金 5,328千円
長期借入金 17,840千円

計 23,168千円
(2) 有形固定資産の減価償却累計額 774,637千円

①　短期金銭債権 1,935千円
②　短期金銭債務 46,504千円

４. 貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

担保付債務は、次のとおりであります。

(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）
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関係会社との取引高
営業取引による取引高

仕入高 256,135千円
営業取引以外の取引による取引高 13,056千円

繰延税金資産
減価償却費超過額 73,463千円
減損損失 25,784千円
資産除去債務 29,301千円
未払事業税 1,830千円
賞与引当金 893千円
未払事業所税 2,927千円
店舗閉鎖損失引当金 62千円
土地減損 684千円
繰延税金資産小計 134,948千円
評価性引当額 △36,298千円

繰延税金資産合計 98,650千円
繰延税金負債

資産除去債務に対応する除却費用 △1,569千円
圧縮積立金 △21,382千円

繰延税金負債合計 △22,952千円
繰延税金資産の純額 75,698千円

５. 損益計算書に関する注記

６. 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

７. 収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「８.収益認識に関する注

記」における注記事項に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

８. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

－ 41 －



種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引内容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

子 会 社 株 式 会 社
エイチビーフーズ 直接 100.0％

所有
　

役員の兼任
商品の仕入
経営指導

商品仕入
（注）1,2 256,135 その他の流

動 負 債 23,513

経営指導料
（注）1,3 13,056 買 掛 金 22,990

－ － 未 収 入 金 1,935

種類 会 社 等 の
名称又は氏名 所在地

資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又 は 職 業

議決権等の所有
（被所有）割合

（％）
関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

役員 佐々木　稔　之 － － 当社代表
取締役 直接 26.9

間接 23.0

（被所有）

　
債務被保証

当社の不動産
賃貸借契約の
債務被保証
（注）

15,544 － －

９. 関連当事者との取引に関する注記
(1) 親会社及び法人主要株主等

該当事項はありません。

(2) 子会社及び関連会社等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
１. 金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
２. 商品の仕入については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。
３. 経営指導料の取り決めについては、業務内容を勘案し協議の上、決定しております。

(3) 兄弟会社等
該当事項はありません。

(4) 役員及び個人主要株主等

（注）当社は店舗の賃借料について、代表取締役佐々木稔之から債務保証を受けております。記載金額のうち、
取引金額には消費税等が含まれておりません。なお、保証料の支払は行っておりません。
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(1) １株当たり純資産額 328円69銭
(2) １株当たり当期純利益 107円11銭

10. １株当たり情報に関する注記

11. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

12. 連結配当規制適用会社に関する注記
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
2023年5月19日

株式会社伸和ホールディングス
取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ
札幌事務所

指定有限責任社員
業務執行社員　　　公認会計士　久世　浩一
指定有限責任社員
業務執行社員　　　公認会計士　木村　彰夫

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社伸和ホールディングスの2022年4月

1日から2023年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、株式会社伸和ホールディングス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されてい
る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立して
おり、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備
及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類に係る会計監査報告
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当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査
法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ
るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候が
あるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、

その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書

類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算
書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連
結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ
り、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場
合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関
連する内部統制を検討する。
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・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重
要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら
れる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確
実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見
を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ
いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内
容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ
適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して
責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他
の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以　上
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独立監査人の監査報告書
2023年5月19日

株式会社伸和ホールディングス
取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ
札幌事務所

指定有限責任社員
業務執行社員　　　公認会計士　久世　浩一
指定有限責任社員
業務執行社員　　　公認会計士　木村　彰夫

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社伸和ホールディングスの2022

年4月1日から2023年3月31日までの第17期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）につ
いて監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されてい
る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監
査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適
切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類に係る会計監査報告
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その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作

成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整
備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法

人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、

その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど
うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるか
どうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、

その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算
書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、
個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、
重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
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・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連
する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要
な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ
る場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性
に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明す
ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、
並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識

別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他
の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
以　上
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監　査　報　告　書
　当監査役会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第17期事業年度の取締役の職務の執行
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり
報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報

告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取
締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努め
るとともに、以下の方法で監査を実施しました。

　①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において
業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役
等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

　②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なもの
として会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内
容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人
等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明いたしました。

　③事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組み並
びに会社法施行規則第118条第５号イの留意した事項及び同号ロの判断及び理由については、取
締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

　④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業
会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告
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株式会社伸和ホールディングス　監査役会
常勤監査役 岡村　ふじ子　　印
常勤監査役（社外監査役） 野宮　憲　　　　印
社外監査役 赤渕　由紀彦　　印
社外監査役 名倉　一　誠　　印

２．監査の結果
(1) 　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認めら
れません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制
システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認
められません。

(2) 　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 　連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　　2023年５月29日

　
以　上
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(1) 配当財産の種類
金銭

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金31円 配当総額40,300,000円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日
2023年６月30日

株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
当社は、事業拡大による企業価値の向上を最重要政策に位置付けるとともに、株主の皆様への利

益還元を経営上の重要課題のひとつと考えております。
第17期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の事業展開等を勘案いたしまして、次
のとおりといたしたいと存じます。
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候補者
番号

ふ

氏
 

　
り

　
 

　
が

　
 

　
な

名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当社株式数

１

さ

佐
 

 
さ

々
 

 
き

木
 

　
 

　
とし

稔
 

　
 

　
ゆき

之
（1972年７月24日生）

    1995年    4 月 株式会社伊藤忠フーズ入社
    1998年    4 月 株式会社プライムジャパン入社
    2004年    5 月 有限会社伸和代表取締役就任
    2004年    10月 有限会社ベストフーズ（当社に合併）代表取締

役就任
    2006年    8 月 株式会社伸和（現当社）代表取締役社長就任

（現任）
    2008年    3 月 株式会社エイチビーフーズ代表取締役就任
    2014年    2 月 株式会社エスティコーポレーション設立　代表

取締役就任（現任）
    2017年    2 月 株式会社ＳＴＴ設立　代表取締役社長就任（現

任）

350,000株

【取締役候補者とした理由】
佐々木稔之氏は、当社設立以来、一貫して代表取締役を務め、また、飲食事業、物販事
業及びその周辺事業に関する豊富な経験と知見によって、当社及び子会社の代表取締役
を歴任して当社の成長をけん引してまいりました。今後の当社の持続的な成長と企業価
値の向上のためには必要不可欠であると判断したため、引き続き取締役として選任をお
願いするものであります。

第２号議案　取締役７名選任の件
取締役全員（７名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役７

名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番号

ふ

氏
 

　
り

　
 

　
が

　
 

　
な

名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当社株式数

２

さ

佐
 

 
さ

々
 

 
き

木
 

　
 

　
とも

智
 

　
 

　
のり

範
（1975年１月13日生）

    1997年    4 月 株式会社セントラルフーズ入社
    1999年    4 月 株式会社プライムジャパン入社
    2004年    5 月 有限会社伸和取締役就任
    2004年    10月 有限会社ベストフーズ（当社に合併）専務取締

役就任
    2006年    8 月 株式会社伸和（現当社）専務取締役就任（現

任）
    2008年    3 月 株式会社エイチビーフーズ取締役就任
    2014年    2 月 株式会社エストラスト設立代表取締役就任（現

任）
    2017年    2 月 株式会社ＳＴＴ設立　取締役就任（現任）
    2017年    4 月 当社取締役副社長就任（現任）
    2017年    11月 株式会社エイチビーフーズ代表取締役就任（現

任）

350,000株

【取締役候補者とした理由】
佐々木智範氏は、当社設立以来、一貫して取締役を務め、また、飲食事業、物販事業及
びその周辺事業に関する豊富な経験と知見によって、当社の取締役副社長、子会社の代
表取締役を歴任して当社の成長をけん引してまいりました。今後の当社の持続的な成長
と企業価値の向上のためには必要不可欠であると判断したため、引き続き取締役として
選任をお願いするものであります。

３

なか

中
 

　
 

　
やま

山
 

　
 

　
よう

洋
 

　
 

　
すけ

輔
（1979年10月17日生）

    2000年    4 月 株式会社アドウイング入社
    2005年    4 月 株式会社エムエス工業入社
    2007年    11月 有限会社ベストフーズ（現当社）入社
    2012年    10月 当社営業本部長就任
    2016年    6 月 当社取締役就任（現任）
    2020年    4 月 当社取締役営業本部長就任（現任） －株

【取締役候補者とした理由】
中山洋輔氏は、当社の営業本部の責任者であり、飲食事業、物販事業における豊富な経
験と知見を有しております。今後の当社の持続的な成長と企業価値の向上のためには必
要不可欠であると判断したため、引き続き取締役として選任をお願いするものでありま
す。
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候補者
番号

ふ

氏
 

　
り

　
 

　
が

　
 

　
な

名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当社株式数

４

から

唐
 

　
 

　
かわ

川
 

　
 

　
みつ

光
 

　
 

　
ひろ

広
（1965年７月29日生）

    1984年    6 月 三栄工業株式会社入社
    2007年    3 月 株式会社シーアイフーズシステムズ入社
    2007年    12月 伊藤忠食品株式会社入社
    2017年    10月 当社取締役商事部　部長就任（現任）

－株
【取締役候補者とした理由】
唐川光広氏は、当社の商事部の責任者であり、卸売事業における豊富な経験と知見を有
しております。今後の当社の持続的な成長と企業価値の向上のためには必要不可欠であ
ると判断したため、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

５

おお

大
 

　
 

　
の

野
 

　
 

　
 

　
 

　
 

　
まこと

誠
（1982年３月21日生）

    2008年    9 月 株式会社ワールドインテック入社
    2010年    1 月 株式会社伸和（現当社）入社
    2018年    3 月 当社取締役管理本部長就任（現任）

－株【取締役候補者とした理由】
大野誠氏は、当社の管理本部の責任者であり、管理部門における豊富な経験と知見を有
しております。今後の当社の持続的な成長と企業価値の向上のためには必要不可欠であ
ると判断したため、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。
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候補者
番号

ふ

氏
 

　
り

　
 

　
が

　
 

　
な

名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当社株式数

６

すぎ

杉
 

　
 

　
した

下
 

　
 

　
せい

清
 

　
 

　
じ

次
（1953年12月３日生）

    1981年    10月 札幌中央監査法人入所
    1985年    3 月 公認会計士登録
    2002年    5 月 税理士法人杉下会計（現税理士法人中央会計事

務所）代表社員就任（現任）
    2015年    5 月 はまなす公認会計士共同事務所代表就任（現

任）
    2018年    3 月 当社社外取締役就任（現任）

－株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
杉下清次氏は、税理士法人中央会計事務所やはまなす公認会計士共同事務所において代
表を歴任し、公認会計士及び税理士としての豊富な経験と幅広い知見を有するととも
に、様々な企業において社外取締役を歴任され、企業財務にも精通しております。これ
らの経験をもとに独立した立場から取締役等の職務執行を監督していただくことによ
り、当社の経営全般に対する監視と有効な助言が期待されるため、引き続き社外取締役
として選任をお願いするものであります。また、同氏が選任された場合には、報酬委員
会委員として当社の役員報酬等の決定に対し、客観的・中立的立場で関与していただく
予定です。
なお、同氏は社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与したことはありません
が、上記の理由により、当社の社外取締役としてその職務を適切に遂行できるものと判
断しております。

７

てん

天
 

　
 

　
ま

間
 

　
 

　
ゆき

幸
 

　
 

　
お

生
（1972年10月17日生）

    1995年    4 月 株式会社みちのく銀行入行
    2008年    9 月 株式会社北海道銀行入行
    2015年    12月 北海道総合商事株式会社代表取締役就任
    2018年    10月 当社社外取締役就任（現任）
    2019年    10月 株式会社ＲＣＧ設立　代表取締役就任（現任）
    2019年    10月 株式会社アグプロテック設立　代表取締役就任
    2021年    12月 同社取締役就任（現任）

－株【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
天間幸生氏は、株式会社ＲＣＧや株式会社アグプロテック等において代表取締役を歴任
し、会社経営者としての豊富な経験と幅広い知見を有しております。
これらの経験をもとに独立した立場から取締役等の職務執行を監督していただくことに
より、当社の経営全般に対する監視と有効な助言が期待されるため、引き続き社外取締
役として選任をお願いするものであります。また、同氏が選任された場合には、報酬委
員会委員として当社の役員報酬等の決定に対し、客観的・中立的立場で関与していただ
く予定です。
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（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 杉下清次氏及び天間幸生氏は、社外取締役候補者であります。
３. 杉下清次氏及び天間幸生氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、両氏の社外取締役としての在

任期間は、本総会終結の時をもって杉下清次氏が５年、天間幸生氏が４年となります。
４. 当社は、杉下清次氏及び天間幸生氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第

１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限
度額は、会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額としております。杉下清次氏及び天間幸生
氏の再任が承認された場合は、両氏との間で同様の責任限定契約を継続する予定であります。
その概要は、以下のとおりであります。
・取締役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第425条第１項の最

低限度額を限度として、その責任を負う。
・上記の責任限定が認められる場合は、取締役がその責任の原因となった職務の遂行について善意で

かつ重大な過失がないときに限るものとする。
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ふ

氏
 

　
り

　
 

　
が

　
 

　
な

名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式数

の

野
 

　
 

　
みや

宮
 

　
 

　
 

　
けん

憲
（1953年７月10日生）

1977年    4 月 内宮運輸機工株式会社入社
1981年    1 月 北海道火力工事株式会社（現北海道パワーエン

ジニアリング株式会社）入社
2019年    7 月 当社常勤監査役（社外監査役）　就任（現任）

－株
【社外監査役候補者とした理由】
野宮憲氏を社外監査役候補者とした理由は、上場会社の子会社において管理部門及び内
部監査部門での専門的な知識と経験を有しており、それらを社外監査役として当社の監
査に活かしていただきたいためであります。
なお、同氏は社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与したことはありません
が、上記の理由により、当社の社外監査役としてその職務を適切に遂行できるものと判
断しております。

第３号議案　監査役１名選任の件
監査役４名のうち野宮憲氏は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、監

査役１名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

（注）１. 野宮憲氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２. 野宮憲氏は、社外監査役候補者であります。
３. 野宮憲氏、現在、当社の社外監査役でありますが、同氏の監査役としての在任期間は、本総会終結の

時をもって４年となります。
４. 当社は、野宮憲氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第
425条第１項に規定する最低責任限度額としております。野宮憲氏の再任が承認された場合は、同氏
との間で同様の責任限定契約を継続する予定であります。
その概要は、以下のとおりであります。
・監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第425条第１項の最

低限度額を限度として、その責任を負う。
・上記の責任限定が認められる場合は、監査役がその責任の原因となった職務の遂行について善意で

かつ重大な過失がないときに限るものとする。
以　上
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会場：北海道札幌市西区二十四軒二条三丁目２番36号
伸和ビル３階　会議室
TEL 011－624－7871

【交通機関】 札幌市営地下鉄　東西線　二十四軒駅より徒歩　約10分

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

ローソン札幌
二十四軒3条店
ローソン札幌
二十四軒3条店

AOKI札幌
二十四軒店
AOKI札幌
二十四軒店

ユニクロ札幌
二十四軒店
ユニクロ札幌
二十四軒店

札幌市立
二十四軒小学校
札幌市立
二十四軒小学校

二十四軒公園
シティハウス
二十四軒公園
シティハウス

西警察署二十四軒交番西警察署二十四軒交番

札幌市立
陵北中学校
札幌市立
陵北中学校

二十四軒
すずらん公園
二十四軒
すずらん公園

こだま公園こだま公園

二十四軒駅
二十四軒駅

二十四軒公園二十四軒公園

伸和ホールディングス


